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はじめに 

 

（政府模倣品・海賊版対策総合窓口の設置の経緯と概要） 

内閣に設置された知的財産戦略本部は、「知的財産推進計画2004」により『権利者や企業

等からの相談に対し、迅速に対応するために、政府における一元的な相談窓口を経済産業

省に設置するとともに、関係府省が一体となって連携する体制を整備する。』との答申を取

りまとめました。この答申を受け、2004年8月に経済産業省製造産業局模倣品対策・通商室

（当時）に政府の一元的な相談窓口として「政府模倣品・海賊版対策総合窓口（以下「政

府総合窓口」という。）」が設置され、相談業務をスタートしました。以来、政府総合窓口

では、権利者や企業等からの相談や申立て、情報提供等に対し、関係省庁、関係団体と連

携をとりつつ、丁寧かつ迅速な対応に努めています。 

なお、2020年4月に政府総合窓口は経済産業省の製造産業局から特許庁に移管しています。 

 

（近年の模倣品・海賊版を巡る状況） 

近年の模倣品・海賊版を巡る状況は、一部改善の兆しもみられるものの、依然として中

国を始め世界中で被害が発生していますが、模倣品・海賊版の撲滅に向けた多国間・二国

間での国際的な枠組みや、各国の知財関連の制度整備が進展し、被害発生国における知財

保護意識や、取締当局の執行能力の向上も図られてきています。 

しかしながら、模倣品・海賊版による被害は、法の目や取締当局の監視の目をかいくぐ

るように、一層巧妙化、悪質化しており、侵害行為を何度も繰り返す再犯も後を絶たない

状況にあります。さらには、インターネットの普及と国境をまたいだ電子商取引の急速な

進展に伴い、模倣品・海賊版被害は、インターネット上でも急速に拡大している状況にあ

ります。 

このように、模倣品・海賊版はリアルマーケットに加えて、インターネット上でも世界

規模で流通しており、大きな問題となっています。模倣品・海賊版の氾濫を放置すれば、

本来、権利者が得るべき利益が剥奪され、また、企業が長年の信頼と努力によって培った

企業のブランドイメージを悪化させます。さらには、イノベーションを創造する企業の多

大な努力の上に、何も努力しない第三者が、「ただ乗り」する模倣品・海賊版行為を見過ご

せば、企業のイノベーションと知的財産の創造意欲を減退させることにもつながり、経済

社会の発展にとっても大きな害を及ぼします。また、粗悪で品質の劣る模倣品が出回るこ

とで、消費者の健康や安全を脅かすことにもつながり、社会の持続的な成長を阻害する要

因にもなります。 

 2020年は、新型コロナウイルス感染症の拡大の影響により、インターネット上での模倣

品・海賊版被害が一層増加したことが、国内外の調査等でも報告されていますが、“リアル

マーケットからインターネット”への動きが、より加速した１年と言えるでしょう。この

ような状況変化も踏まえ、各省庁においても各種法令改正を推し進め、インターネット上

の模倣品・海賊版対策強化が図られています。 

 

（本報告書について） 

2005年6月10日に、知的財産戦略本部で決定された「知的財産推進計画2005」において、

政府模倣品・海賊版対策総合窓口に関する年次報告書を作成することが明記されました。

本報告書は、2020年の政府総合窓口の業務内容を取りまとめ、報告するものです。 
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（５）具体的な相談事例 

模倣品・海賊版に関する相談については、被

害の状況や権利の種類等を考慮しつつ、関係府

省・関係機関とも連携を取って、相談者に助言

を行っています。 

具体的な相談内容としては、訴訟等の法的な

問題の確認や輸入差止申立等の措置の申請先、

無料相談が可能な専門機関の紹介が多くありま

す。また、（１）でも紹介したインターネット関

連のよく受ける相談や情報提供として、従来の

インターネット上のショッピングモール等での

単なる模倣品流通に加え、例えば、模倣品売買

に関する売主と買主のやり取りはSNS等で行う、

または、SNSの書き込みや不正な広告から誘導

し、実際の販売行為はフリーマーケットサイト

等で行われるといった巧妙化事案や、有名キャ

ラクターなどを用いたハンドメイド商品がフリ

ーマーケットサイトで売られ、その数が、削除

が追いつかないほど多数になり、さらに、巧妙

に販売されている事案などがあります。これら

の新しい問題については、フリーマーケットサ

イト事業者等と連携し、問題解決を図っていま

す。 

なお、政府総合窓口に寄せられた主な例を以

下のとおり紹介いたします。 

 

 
【例１】中国における模倣品対策についての相談 

○相談内容 

中国の大手ECサイトにおいて、当社の商標を無断

で使用した模倣品が流通しており、ブランドイメージ

に悪影響が出る恐れがある。取りうる対応を教えてほ

しい。 

○回答 

 中国における一般的な模倣品対策として、製造者や

販売者に対する製造・販売の差止めを求める警告状の

送付や民事訴訟の提起、中国の取締当局に対する行政

摘発の要請などの方法が考えられます。また、オンラ

イン対策としては、ECサイトに対する削除申請を地

道に続けることが重要です。他にも、大手ECサイト

の協力が得られたことにより、自社で特定した模倣品

業者に限らず、より広範に模倣品の製造施設や保管倉

庫などのサプライチェーン全体を解明した事例もあり

ます。 

 これらの模倣品対策をどこまで行うかは、費用対効

果の観点による検討が必要になります。なお、特許庁

では、中小企業を対象とした海外の模倣品対策の一部

費用を助成する制度がありますので、活用をご検討く

ださい。 

 
 
 

【例２】商品の形態が国内競合他社に模倣されてしま

った場合の対応方法 

○相談内容 

当社製品の形態が国内競合他社に模倣され、製造・

販売されている。この場合は、製造・販売をやめさせ

ることは可能か。なお、当社は意匠権を取得していな

い。 

○回答 

 日本において、他人の商品形態の模倣行為は不正競

争防止法により禁止されています。したがって、不正

競争防止法違反を根拠に販売の差止めを求めることが

考えられます。ただし、主張できるのは模倣の対象と

なった商品が日本国内で販売開始されてから３年以内

に限定されるなど、主張には一定の制限があります。

今後は、意匠権を積極的に取得し予防することが対策

としては望ましいです。 

 
 
【例３】並行輸入に関する相談と解説 

 

並行輸入とは、外国で製造された商品を輸入するに

際し、日本における総代理店等によって国内に輸入す

るという流通経路を通らずに、外国で販売された商品

を現地で購入した上、総代理店以外の者が別ルートで

輸入することをいいます。通常、並行輸入については

商標権者から商標の使用許諾を得ていませんが、そう

いった場合であっても、以下の要件を満たし、「真正

商品」の並行輸入に該当する場合には、違法性が阻却

され、商標権の侵害にあたらないとされています。

（最高裁平成15年２月27日判決） 

具体的には、①並行輸入商品に付された商標が、輸

入元の外国における商標権者またはその商標権者から

使用許諾を受けた者により適法に付されたものである

こと、②輸入元の外国における商標権者と日本の商標

権者とが同一人であるか、法律的もしくは経済的に同

一人と同視し得るような関係にあることにより、並行

輸入商品の商標が日本の登録商標と同一の出所を表示

するものであること、③並行輸入された商品と日本の

商標権者が登録商標を付した商品とが、その登録商標

の保証する品質において実質的差異がないと評価され

ることの３要件を満たす必要があります。 

このため、並行輸入であっても、これら３つの条件

を一つでも満たさない場合には、商標権侵害となる可

能性があります。 
 
 
【例４】フリマサイトへの出品に関する相談 

〇相談内容 

① 当社の模倣品がフリマサイトに出品されている。

取りうる対応を教えてほしい。 

② 有名なキャラクターのイラストをプリントしたハ

ンドメイド品を製作した。フリマサイトに出品する

ことは可能か。 

○回答 

【①について】 

 フリマサイトへの模倣品の出品については商標権侵

害となる可能性があります。 

すなわち、商標法上、商標権侵害が成立するために

は、業として商品を譲渡等する者によって模倣品の販
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売等が行われる必要があります。ここにいう「業とし

て」とは、一般に「反復継続的意思をもってする経済

行為として」といった意味に解されており、フリマサ

イトへの出品行為は、それ自体は１回の出品行為であ

っても、過去の商品の出品・落札履歴、今後の出品・

販売計画等から、業として商品を譲渡等する者により

行われていると判断され、商標権侵害となると考えら

れます。 

 対応としては、出品者に対して商標権侵害を理由に

出品の差止請求や損害賠償請求といった民事責任を追

及することや、故意に商標権を侵害した場合には、捜

査機関に届け出て刑事責任を追及することが考えられ

ます。また、そもそも多くのフリマサイトでは権利者

保護プログラムを提供しているので、このプログラム

を利用して出品の削除を申し出ることも考えられま

す。 

 なお、出品者自身も模倣品であることを知らずに出

品している場合、侵害につき故意であることが必要な

刑事責任を追及することはできませんが、民事責任の

うち差止請求については、故意又は過失の有無を問わ

ず請求が可能であり、損害賠償請求については侵害に

つき過失があれば請求が可能です。 

【②について】 

 キャラクターのイラストは、著作権の保護を受ける

著作物ですので、著作者の許諾を受けることなく複製

したり、譲渡したりする行為は、原則として著作権侵

害となります。個人の趣味の範囲内であれば私的使用

のための複製（著作権法30条）として著作権侵害と

ならない場合もありますが、個人の趣味の範囲を超え

て、キャラクターのイラストを商品にプリントして販

売すれば、著作権を侵害すると考えられます。 

 著作権を侵害した場合、著作権者から侵害行為の差

止請求や損害賠償の請求を受けたり、場合によっては

刑事罰が科されることもあります。また、そもそも多

くのフリマサイトでは、知的財産権を侵害する出品を

利用規約で禁止しており、中には、著作権を侵害する

ハンドメイド品を禁止しているフリマサイトもありま

す。 

 
 
【例５】違法アップロードへの対応方法 

○相談内容 

当社で制作した映像作品が無断でネット上にアップ

ロードされている。取りうる対応を教えてほしい。 

○回答 

 著作権侵害によってコピー、アップロードされた作

品、いわゆる海賊版への一般的な対策として、アップ

ロード者に対して侵害行為の停止を求める警告状の送

付や民事訴訟の提起が考えられますが、匿名によるア

ップロードのため、アップロード者を特定することが

困難な場合がほとんどです。このような場合でも、発

信者情報開示請求（プロバイダ責任制限法４条）等の

法律上認められた方法により、アップロード者を特定

することが可能な場合がありますので、弁護士等の専

門家にご相談ください。刑事責任の追及を希望の場

合、捜査機関にご相談ください。 

 また、検索エンジン等のインターネット事業者が海

賊版の削除申告を受け付けている場合があるので、こ

の制度の利用もご検討ください。 

 

【例６】模倣態様の変化への対応 

〇相談内容 

 中国での模倣品が、従来は粗悪なデットコピー品が

多かったが、品質が向上し技術水準の高い模倣品が、

当社の代替品として販売されるようになっており、模

倣品の流通に変化を感じている。取りうる対応にも変

化はあるか。 

 

〇回答 

 これまでは粗悪なデットコピー品に対する商標権侵

害を根拠にした対応が模倣品対策の中心でしたが、中

国企業の技術力の向上や模倣の巧妙化により、産業財

産権だけでなく、著作権やその他の法令を駆使した多

角的な対策の実施が迫られています。製品名やブラン

ド名の無断使用については商標権侵害を根拠にした行

政摘発やECサイトへの出品削除申請が有効ですが

（なお、代替品である旨の表示も表示態様によっては

商標権侵害が認められる場合があります）、特許権侵

害については、侵害の判断が難しいため民事訴訟によ

る対応が中心となります。訴訟対応や証拠収集につい

ては、現地の法律事務所や調査会社にご相談くださ

い。 

 また、ウェブサイトでの画像転載につき著作権侵害

を根拠にECサイトに対して削除申請をすることがで

きる場合もありますし、国や地域によってはコモンロ

ー上のパッシングオフ（詐称通用）により模倣品業者

の摘発が認められる場合もありますので、粘り強く対

策に取り組むことが重要です。時には、ロビー活動に

より地元政府に不当な制度運用などの是正を求めてい

くことも必要でしょう。 

 さらに、侵害や技術盗用を予防するために、自社の

技術管理を見直すことも有用です。たとえば、出願し

て公開する技術と出願せず秘匿化する技術を仕分けし

たり、営業の際に秘密保持契約の締結を徹底して技術

流出を防いだりすることを知財戦略として取り入れて

はいかがでしょうか。 
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２．情報提供の取組 

 
政府総合窓口では、幅広く情報提供できるよ

う、インターネット上に、政府総合窓口のホー

ムページを設置し、模倣品・海賊版対策に関す

る各種の情報を提供しております。 

一般的に、自社製品の模倣品が発見されて初

めて、模倣品・海賊版問題に関心を持つ企業が

多いことから、こうした企業・権利者の視点に

立って、ホームページでは政府総合窓口に寄せ

られた相談事例や、企業・権利者が被害に遭わ

ないための基本方策、被害に遭った場合の基本

対応などを紹介しています。                         

  

 また、相談が多かった事例を中心として、知

的財産権に関するＱ＆Ａ集（図表１０）を掲載し、 

基本的な事例については、Ｑ＆Ａ集から解決が

図れるようにし、さらに、救済の手続や税関で

の差止めの方法、関連する相談窓口の紹介な

ど、模倣品被害に遭った際に必要となる情報も

掲載しています。 

 加えて、国・地域毎の法令や救済措置など、

模倣品・海賊版対策に関する具体的な情報を取

りまとめた特許庁の模倣対策マニュアルや文化

庁の著作権侵害対策ハンドブックなどへのリン

クを設け、ホームページ利用者が参考とする資

料を速やかに収集できるようにしています。 

 
 

（図表１０）

 




